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別添資料

「分岐単位接続料の設定について
の各社見解への見解・反論」

ソフトバンク回答（別添資料）
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弊社共意見

【11月2日付けNTT東西殿資料 P1】

＜回答１＞

• 通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、サービスも音声通信しかないＰＳＴＮ
と異なり、ＩＰ網は、最初から多数の事業者が競争下で自ら構築しており、
サービス提供にあたってはネットワークのみならずコンテンツ・アプリケーショ
ンや端末までも垂直的に統合した事業を多様なプレイヤーが展開し、しかも
グローバル化しています。【参考資料１～５】

• こうした中、当社としても、異業種・他業界の皆様との協業を通じて、多彩な
ブロードバンドサービスを、より多くのお客様に低廉で安心・便利にご利用い
ただけることを目指し、ＮＧＮを構築しました。その際、サービス開始に先立っ
てフィールドトライアルを実施する等、接続事業者の要望も踏まえ、自主的に
オープン化の推進にも取り組んできたところです。

• このように当社としては、他事業者との競争下において、自主的に「オープ
ン＆コラボレーション」に取り組むことによってビジネスベースで新しいサービ
スや価値を創造していくことを目指してＮＧＮを構築してきたところであり、
当社のＮＧＮが指定電気通信設備とされ、アンバンドル義務が課されること
になったのは、ＮＧＮ構築後のサービス提供開始以降のことです。【参考資
料６】

• ＰＳＴＮ時代の考え方を踏襲し、ＮＧＮを指定電気通信設備と整理すること
自体、市場・競争の実態を適確に反映したものではないと考えますが、当社
は、義務化されたアンバンドル機能について接続料を設定するとともに、ご
指摘のＩＰｖ６ネイティブ接続機能もその後の接続事業者の要望に応じ新た
に機能を開発・提供するなど、適時適切に対応してきています。

• このように、ＮＧＮは設備構築後に指定電気通信設備とされ、また、指定さ
れた後、当社は適時適切に対応してきたことから、当社ＮＧＮについて、事
前に全ての要望に応えていないことをもって「設計不具合」ということにはな
らないと考えます。

• 指定電気通信設備として事後的に新たな機能の提供を義務付けるのであ
れば、当該機能の提供に係るコストは当該機能を利用する事業者にご負担
いただきたいと考えます。

NTT東西殿主張

• NGNは、ボトルネック性を有するアクセス回線と一体として、設置される設
備であることから、引き続き指定電気通信設備として位置付けられるべき
ものと考えます。

• 分岐単位接続料設定議論は、指定電気通信設備であるNGNのアンバンド
ルに係る問題でもあります。本件議論は、そのアンバンドル3要件のうち、
「具体的な要望があること」、「技術的に実現可能であること」の2点につい
ては既に解決済みであり、残された論点は「過度な経済的負担がないこと
に留意」という点であることから、より低廉な実現方法を検討することに議
論の焦点は絞られるべきと考えます。

• それにも係らず、弊社共から提案している経済的負担を軽減するための実
現方法や、 NGNの設備更改のタイミングでの機能具備といった経済的負
担を軽減する提案について、NTT東西殿に前向きな検討の姿勢が見られ
ないことは残念です。

• そもそもNGNの指定電気通信設備化についてはサービス開始前から議論
がなされ、 PSTNでの競争政策議論を活かしたネットワーク構築が当初か
ら可能であったにも係らず、NTT東西殿が、自らのNGNは指定電気通信設
備の対象外という考え方に基づき閉鎖的なネットワーク構築を推し進めた
ことで、PSTN同様の労力を要する独占ネットワークの開放議論を再び繰り
返すことになってしまっている状況です。

• このような実態を踏まえれば、PSTNと同等の接続機能やメニューを予め具
備していないことは、NGNの「設計の不具合」という捉え方も可能であり、
アンバンドルメニューの実現に係る費用については、接続事業者が負担の
みを前提とした議論ではなく、こうした背景等も踏まえた費用負担の在り
方について議論がなされるべきと考えます。
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弊社共意見

【11月2日付けNTT東西殿資料 P2】

＜回答１＞

２．ＩＰ機器の更改タイミングにあわせて新たな機能を導入することについて

• ＯＳＵ共用については、

–ＮＴＴのコアネットワークを共用することになるため、サービス提供事業
者に均一のサービスの提供を義務付けることになり､サービス進化､
発展を妨げ､サービス競争を阻害することになること

–新サービスの提供や品質向上のために、サービスの提供方式の変更
を計画した場合、ＯＳＵを共用する事業者間の調整と合意が必要と
なり、機動的なサービス提供や運用対処に障害がでること

–故障が発生した場合に、共用する事業者間での故障切分け、原因特
定、復旧措置等の連携が必要となり、故障復旧に時間を要する等、
サービスレベルが低下すること

といった、極めて重大な問題があるため、ＮＧＮのネットワーク機器の更改の
タイミングにおいてであっても、これを導入する考えはありません。

• なお、ＯＳＵ共用を実現するためには、

①公平制御より優先制御を優先する事業者振り分け機能を新たに開
発・導入し、

②そのうえで、当社／他社双方のトラヒックを管理（帯域管理、受付制
御）する共通の制御機能やオペレーション機能を新たに開発・導入す
る

等、当社のＮＧＮや他社網の下部に別の制御用ネットワークを新たに開発・
構築する必要があるため、ＯＳＵ共用は、既存のＮＧＮのネットワーク機器を
更改すれば実現できるというものではありません。

NTT東西殿主張

• 『サービス競争』とは、『「光の道」構想実現に向けて取りまとめ（平成22年
12月14日）』における定義にあるとおり 「他事業者から設備を借りてサービ
スを提供する事業者間の競争」であり、OSU共用、GC類似接続機能、ファイ
バシェアリング（以下、「OSU共用等」という。）はまさに、サービス競争を促進
させるものです。

• また、運用対処や故障対応等については、弊社共から提案しているように、
NTT東西殿の現在の運用に則り対応することに接続事業者が合意すること
で解決が可能な課題であり、英国のBTが既にOSUを共用した接続メニュー
を提供していることからも、OSU共用等に係る「極めて重大な課題」というも
のは存在しないものと考えます。

• NTT東西殿においては、NGNが指定電気通信設備であり、またOSU共用等
について「具体的な要望」、「技術的に実現可能」であることを踏まえ、いか
に経済的負担を軽減化した上で実現するかということについて、前向きに
検討して頂きたいと考えます。

• 具体的には、NTT東西殿の提案内容が、新たな共用帯域制御サーバの設置
と制御用ネットワークの構築を前提とした膨大な開発費を要するものである
のに対し、弊社共からは（新たな帯域制御のネットワークを構築することな
く）既存設備の設定変更等（静的な帯域確保）によりOSU共用を実現する方
法を提案していますので、この提案内容について、実現に向けた前向きな検
討を進めて頂きたいと考えます。

• なお、実現に向けた議論を加速させる為にも、NTT東西殿で実際に採用し
ている機器の機種・メーカ・型番・具備している機能・ファームのバージョン等
の情報を開示をして頂きたいと考えます。
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弊社共意見

【11月2日付けNTT東西殿資料 P3】

＜回答１＞

（２） ＧＣ類似接続機能

• ＧＣ類似接続機能については、

–ＯＳＵ共用と同様に、- ＮＴＴのコアネットワークを共用することにな
るため、サービス提供事業者に均一のサービスの提供を義務付ける
ことになり､サービス進化､発展を妨げ､サービス競争を阻害すること
になること

– 新サービスの提供や品質向上のために、サービスの提供方式の変
更を計画した場合、ＯＳＵを共用する事業者間の調整と合意が必要
となり、機動的なサービス提供や運用対処に障害がでること

–故障が発生した場合に、共用する事業者間での故障切分け、原因
特定、復旧措置等の連携が必要となり、故障復旧に時間を要する
等、サービスレベルが低下すること

といった、極めて重大な問題があるため、ＮＧＮのネットワーク機器の更改
のタイミングにおいてであっても、本機能を導入する考えはありません。

• なお、ＧＣ類似接続機能を実現するためには、

①送信元アドレスを見て事業者に振り分ける事業者振り分け機能を
新たに開発・導入し、

②収容ルータの上部に他事業者との接続用の帯域制御機能付きの
ゲートウェイ機能の開発・導入

③設備管理、オーダ流通、保守監視等のオペレーション機能の開発・
導入

等が必要となるため、既存のＮＧＮのネットワーク機器を更改すれば実現で
きるというものではありません。

NTT東西殿主張

• GC類似接続機能については、前回弊社共から提案しているとおり、既存収
容ルータの振り分け機能を利用することで、相対的に低廉なコスト、短期間で
実現できる可能性が高いと想定してるため、優先的に議論を進めるべきと考
えます。

• 弊社共から、新たな帯域制御のネットワークを構築することなく、設定変更
（静的な帯域確保）により、実現する方法をL2接続、L3接続それぞれ提案し
ていますので、本件について、実現に向けた前向きな検討を進めて頂きたい
と考えます。

• また、NTT東西殿が提案する収容ルータ上位のゲートウエイルータの設置に
ついては、必ずしも設置の必要性はないものと考えられ、既存ルータ等を活
用した接続の実現について検討すべきと考えます。

• なお、本件についても実現に向けた議論を加速させるためにも、NTT東西殿
で実際に採用している機器の機種・メーカ・型番・具備している機能・ファーム
のバージョン等について開示をして頂きたいと考えます。
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弊社共意見

【11月2日付けNTT東西殿資料 P7】

＜回答２，５＞

１．ＯＳＵ共用、ＧＣ類似接続機能、ファイバシェアリン
グ

•ＯＳＵ共用、ＧＣ類似接続機能およびファイバシェアリ
ングについては、前述のとおり多くの問題があり、当
社としては実施する考えはありません。

•そもそも、固定系ブロードバンド市場（光・ＣＡＴＶ）の
都道府県別サービスシェアでは４７都道府県中８府
県で５０％を下回っており、また、宮城・石川や滋賀・
奈良といったエリアでは、ＮＴＴ東西の光サービスの純
増シェアも低下していることから、事業者との競争は
一層進展しており、既に競争環境は整っていることか
ら、ユーザ単位の新たな接続機能を導入する必要は
ないと考えます。【参考資料１４～１６】

NTT東西殿主張

•競争環境については、FTTH市場におけるNTT東西殿
の市場シェアが74.5％（※）と独占化傾向に拍車がか
かっており、公正競争が進展していないことは明らか
です。

•利用者利便の更なる向上のためには、消費者が多数
の事業者のサービスを選択可能な状況を創出すべき
であり、そのためには、公正競争環境の整備が不可欠
です。

•具体的には、OSU共用等のユーザ単位の新たな接続
メニューを早期に導入し、サービス競争を促進する必
要があります。

•OSU共用等については、前述の通り、これまでの議論
や諸外国の状況等をみても明らかなように、「極めて
重大な課題」は存在しないため、実現に向けた前向き
な検討を進めて頂きたいと考えます。

※総務省報道資料「電気通信サービスの契約数及びシェ
アに関する第1四半期データ（2011年6月）
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弊社共意見

【11月2日付けNTT東西殿資料 P8】

＜回答３＞

•ＯＳＵ共用の議論の中で整理された１２の課題につ
いて、ＧＣ類似接続機能、ファイバシェアリング、波長
重畳接続機能としての課題の有無に関する当社の
考えは別紙のとおりです。

NTT東西殿主張

•11月2日付けNTT東西殿の回答は、弊社共の新たな
提案を踏まえた回答になっていないと考えられるため、
「帯域制御サーバによる連携しない」、「運用面はNTT
東西殿に合わせる」、「IP網で一般的に利用されている
機能を活用して実現する」等の弊社共提案を踏まえ、
12の課題について解決可能であることを改めて確認し
て頂きたいと考えます。

•なお、NTT東西殿やケイ・オプティコム殿等の設備保有
事業者が懸念を示している設備競争面の課題につい
ては、前回資料でも提示しましたとおり、「OSU共用
/GC接続類似機能等は、収容効率を現状よりも高める
ものであること」、「接続事業者も応分のコスト負担を行
うことから、設備構築事業者の設備構築意欲や新規
投資意欲等を向上するものであること」から、設備競争
に影響を及ぼすとの懸念はあたらないものと考えます。

•また、英国BTのVULA等の事例にもあるとおり、諸外国
ではOSU共用による１ユーザ単位のアンバンドルメ
ニューの実例が登場していることからも明らかなように、
これら12の課題についてはいずれも解決可能なもので
あると捉えるべきと考えます(運用面の整理等において
は、こうした諸外国の事例を参考にするというアプロー
チも考えられます)。
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【11月2日付けNTT東西殿資料 P9】

＜回答４、７＞
• 東西合計で、事業者振り分け装置の開発・導入費用だけでも約３､０００億円以上、

オペレーションシステムの開発に数百億円、それに加え共用帯域制御サーバの開発
や各装置間の伝送路の構築に係る費用を合わせると、約４､０００億円程度の費用
がかかるものと想定されます。

• 開発期間については、接続事業者との仕様あわせが必要となりますが、この仕様確
定後、検証期間も含めると少なくとも２～３年程度必要となります。

• なお、導入期間については、収容局ごとに装置を順次設置していくこととなりますが、
当社として、接続事業者がどのエリアに展開するのかわからないことから、その導入
にどの程度の期間を要するか分かりかねますが、接続事業者から設備の設置申込み
があってから、物品の調達、装置の設置、データ設置、試験工程も含めると、１台導
入するのに６ヶ月程度の期間は必要となります。

１．ＯＳＵ共用
• 振り分け装置の開発・導入 ３,０００億円～ ３,４００億円

（装置価格２,０００万円／台×１．５万台～１．７万台）
• 共用帯域制御サーバの開発・導入 数百億円

（サーバ構築費、ＳＩＰ間連携開発費）
• オペレーションシステムの開発・導入 数百億円

（設備管理、回線受付、振り分け先設定等の開発費）
• 各装置間の伝送路の構築数十億円

• 計（東西） 約４，０００億円程度 ※取付け費は別途必要

２．ＧＣ類似接続機能
• ＧＣ類似接続機能を実現するための振分け機能付の収容ルータの開発・導入につい

ては、当社の収容ルータにない機能追加（ソースアドレスルーティング）が必要となりま
す。
ソースアドレスルーティング機能付の収容ルータは、市販品としては存在しない装置
であるため、正確な装置価格は分からないものの、少なくとも既存の収容ルータの物
品単価以上になるとともに、ソースアドレスルーティングを行うことにより、当該ルータ
の処理能力が低下し、装置台数が増加する可能性があることから、既存の収容ルー
タの物品価額●●●以上の費用がかかることになります。
また、接続事業者との間のゲートウェイルータの開発・導入に●●●の費用がかかる
ことになります。
したがって、ルータに係る開発・導入費だけでも約１,０００億円以上の膨大な費用と
なることが想定されます。

• 開発期間については、ＯＳＵ共用と同様、仕様確定後、検証期間も含めると少なくと
も２～３年程度必要となります。

• 導入期間についても、ＯＳＵ共用と同様、１台導入するのに６ヶ月程度の期間が必
要となります。

NTT東西殿主張 弊社共意見

• 11月2日付けNTT東西殿の回答は、弊社共の新たな提案を踏まえた回答になって
いないと考えられるため、「帯域制御サーバによる連携しない」、「運用面はNTT東西
殿に合わせる」、「IP網で一般的に利用されている機能を活用して実現する」等の弊
社共提案を踏まえた検討を行って頂きたいと考えます。

• その際、NTT東西殿は、NGNが指定電気通信設備であり、OSU共用等については
「具体的な要望があること」、「技術的に実現可能であること」を踏まえ、残る課題は
如何に経済的負担を軽減した上で実現するかという点に絞られていることを十分に
ご認識頂いた上で、実現に向けたより低廉な実現方法があれば積極的な提案を
行って頂きたいと考えます。

• また、実現に向けた議論を加速させるためにも、 NTT東西殿には、導入費用等に係
る回答内容の開示及びNTT東西殿で実際に採用している機器の機種・メーカ・型
番・具備している機能・ファームのバージョン等の情報を開示をして頂きたいと考えま
す。

• なお、導入期間について、弊社共提案であれば、振り分け装置の開発が不要であり、
開発範囲をオペレーションシステムに縮小できることから、1年～1年半程度に短縮
可能と考えます。

• GC類似接続機能において争点となっているソースアドレスルーティング機能について
は、第19回接続委員会弊社共提出資料②-5及び、補足資料①にて示すとおり、
ルータの一般的な機能となっています。
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•過去数年間において調達した主要なルータ機種について調査を行ったところ、調査した機種の全て
に、ソースアドレスルーティング機能を有していることを確認

補足資料① ソースアドレスルーティング機能を有する機器

http://tools.cisco.com/ITDIT/CFN/jsp/index.jsp

検索結果：
同機能を有する機器数約100機種

シスコ社HPで検索した結果

当社で採用している機器における実績

ソースアドレスルーティング機能
(Policy-Based Routing)で検索

•シスコ社HPにおいて、同社が扱っている機器が有している機能を検索できる

•同サイトでソースアドレスルーティング機能を有している機器を検索した結果、約100機種が当該機能
を有していることが確認できた
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【11月2日付けNTT東西殿資料 P12】

＜回答４、７＞
５．開発形態について
•各機能を実現するためにルータ等の装置を導入する

際には、当社ネットワークポリシーに適した仕様を
メーカーとすり合わせた上で要求仕様を確定し、当
該仕様に基づき各メーカーが開発した装置を購入し
ています。

•装置購入にあたっては、当該装置が想定する利用
環境で想定通りに機能することを検証するため、利
用環境の構築と通信負荷をかけた検証作業を実施
し、そこで不具合が生じた場合には、不具合が解消
するまでメーカーと連携しながら繰り返し仕様変更を
加えています。

•また、オペレーションシステムについても、当社が策
定した仕様を元にシステムベンダに開発を委託し、
その成果物を導入しています。

•開発形態について、そもそも委員からのご質問の趣旨
は、NTT東西殿の主張している「開発」とはどのような内
容を指すのか(IP網を構成する機器はレガシー網とは異
なり汎用的な機器が多く、事業者独自開発というもの
は基本的には無いのではないか)ということと理解して
います。この点、NTT東西殿の回答は質問に対する明確
な答えとなっていないため、IP網を構成する機器の特性
を踏まえた上で、より詳細な回答を行って頂くべきと考え
ます。

•仮に、NTT東西殿独自の仕様が存在する場合、当該仕
様について具体的な説明を行って頂き、それが独自開
発に類するものなのか、調達価格水準にどういう影響
があるのかについて、その必要性と共に検証を行うべき
と考えます。

NTT東西殿主張 弊社共意見
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【11月2日付けNTT東西殿資料 P13、16】

＜回答６＞
• 通常、ルータは送られてきたパケットの宛先アドレスに基づきルーティング

を行っており、ＮＧＮの収容ルータにおいても同様の仕組みとなっており
ます。

• 具体的には、収容ルータは、ユーザ毎に割り当てたＩＰアドレスと当該
ユーザ（ＩＰアドレス）を収容するルーティング先ポートを括りつけたルーティ
ングテーブルを有しており、パケットが送られてくると、当該ルーティング
テーブルを参照しパケットを転送します。

• 上り通信の場合は、収容ルータのルーティングテーブルにアクセス先のＩ
Ｐアドレスがないため、こうした収容ルータにない宛先アドレスのパケット
が送られてきた場合は、収容ルータは一意に上位ルータへ転送する設
定となっています。

• これに対し、収容ルータでユーザ単位にパケットを事業者へ振分けるた
めには、パケットの宛先アドレスではなく、送信元ユーザのＩＰアドレスを見
て当該事業者のルータへパケットを転送する機能が必要となります（ソー
スアドレスルーティング）が、当該機能はＩＰルーティングの方法としてイレ
ギュラーなものであり、ＧＣ接続類似機能を実現するためには、そういっ
たイレギュラーな機能を具備することを強いられることになります。

• さらに、実現にあたっては、既存の収容ルータをソースアドレスルーティン
グの機能を具備した収容ルータに置き換えた上で、その収容ルータの上
部に他事業者との接続用のゲートウェイルータ（帯域制御機能付き）を
開発・設置することが必要となり、加えてオペレーションシステムの開発・
導入も必要となることから、膨大な費用がかかり、低廉なサービスの提
供に支障を来たすことになります。

• こうしたことから、当社としてはＧＣ類似接続機能を実施する考えはあり
ません。

＜回答10＞
• 非開示

【参考】
＜質問10＞

ファイバシェアリングの提案に関連し、既存のＶＬＡＮ－ＩＤの仕組みにつ
いて、技術的な観点から、もう少し詳細な説明を頂きたい。

• NTT東西殿の検討内容が、新たな共用帯域制御サーバの設置と制御用ネット
ワークの構築を前提とした膨大な開発費を要するものであるのに対し、弊社共か
らは（新たな帯域制御のネットワークを構築することなく）既存設備の設定変更等
（静的な帯域確保）によりOSU共用を実現する方法を提案していますので、この提
案内容について、実現に向けた前向きな検討を行って頂きたいと考えます。

• なお、NTT東西殿が指摘するソースアドレスルーティング機能については、NTT東
西殿に対する追加質問⑧でも、これをイレギュラーなものとする考え方について質
問が投げかけられていますが、当該機能については、前述のとおりルータの一般
的な機能となっています。（NTT東西殿においても、IPv6 ISP接続（ネイティブ方式
）で，IPv6ソースアドレスルーティングを実施しているものと理解しています。）

• NTT東西殿におかれましては、技術的な観点でコメントなさる際、実現に向けた議
論を加速させるためにも、既存のVLAN-IDの仕組みおよび実際に採用している
機器の機種・メーカ・型番・具備している機能・ファームのバージョン等を開示して
頂きたいと考えます。

• GC類似機能接続等を実施するかどうかは、指定電気通信設備であるNGNにおけ
るアンバンドルメニューに係る問題と理解しています。すなわち、本件議論はアン
バンドル3要件の内、「具体的な要望があること」、「技術的に実現可能であるこ
と」の2点については既に解決済みであり、残された論点は「過度な経済的負担
がないことに留意」しという点であることから、より低廉な実現方法を検討するこ
とに議論の焦点は絞られるべきであり、NTT東西殿には弊社共の提案する簡易な
実現案などを参考に具体的かつ合理的な実現案を提案頂く必要があるものと考
えます。

NTT東西殿主張 弊社共意見


